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臨 時 総 会 資 料

日 時 2024 年 10 月 13 日(日) 13:30 ～14:30

場 所 札幌市東区民センター 3階 第 4会議室



臨 時 総 会 

 

次       第 
                

開  会 

 

総会 成立確認               総務部長  清水 仁生 

 

議長選出 

 

議  題 １．北海道 DSC の解散について 

 

２．解散に伴う財務状況および会計処理について 

 

３．その他                                  

 

議長退任 

 

閉  会 

 



1 北海道 DSC の解散について 資料 

 

①北海道 DSC の会員数の推移 

 

 

 

 

 ※コロナ禍を境に登録を取りやめる人、他のサークルに移る方が増えはじめ、ここ 

数年は著しく減少している。 

 

 

②北海道 DSC の役員 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※役員を担える人も減り、同じ人が各部の役員を兼任している状況。 

   当然ながら、できることも限られるため、ここ数年は年 1 回のダンスパーティしか  

   開催できていない。 

 

 

今後も上記の状況の改善も見込めず、役員の負担も減る見込みもないことから、今

後のことを考慮し、今年度 2025 年 3 月 31 日をもって北海道 DSC を解散することを提

案する。 

 

年度 2020 2021 2022 2023 2024 

会員数（人） 76 71 76 57 47 

役員

会長 多田　浩二

副会長 河村　利彦

事務局長 伊藤　傑 清水　仁生

部長 副部長

　総務部　 清水　仁生 伊藤　傑

広報部 多田　華 吉川　美香

事業部 多田　浩二 河村  利彦

会計部 吉川　美香

監事 吉川　英行



２.解散に伴う財務状況および会計処理について

a.前年度繰越

単位：円

会計 事務局 備考

北洋銀行 1,470,160

ゆうちょ銀行 72,405 336,413

現金 17,889 12,036

小計 1,560,454 348,449

合計 1,908,903

b.本年度中間報告書

単位：円

会計 事務局 備考

前年度繰越 1,560,454 348,449

事業費 57,000

選手登録及び会費 89,500

通信費・手数料 8,976 10,900

広告宣伝費 11,000

会議費 15,120

GPチケット代 42,000 雑費

小計 77,096 157,400

合計 1,483,358 191,049

合計金額 1,674,407 円

c.今後推定される支出の内訳

単位：円

三笠宮支援金 30,000

J登録料 49,500

道連会費 24,000

交流会 200,000

指導員資格関連費 60,000

広告費 3,000

郵送費 20,000

合計 386,500

※上記項目の支出金額は、仮の金額とします。

推定残高 1,287,907 円



北海道ダンススポーツクラブ規約 

                                                                       

第１章 総 則 

 

第１条（名称） 

１． 本会は、北海道ダンススポーツクラブと称する。 

２． 本会の略称を「北海道ＤＳＣ」とする。 

  

第２条（事務所） 

  本会は、事務所を北海道内に置き、ＤＳＣ規約および所属会員名簿その他の書類を保有す

るものとする。 

 

第２章 目的及び事業 

 

第３条（目的） 

  本会は、北海道ダンススポーツ連盟（以下「北海道連盟」という）の加盟団体として、 

公益社団法人日本ダンススポーツ連盟（以下ＪＤＳＦという）の方針に基づき地域のダン

ススポーツの普及と発展に寄与することを目的とする。 

 

第４条（事業） 

  本会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。 

  1．北海道におけるダンススポーツ競技を含むダンススポーツ全般の普及と発展に関する

こと。 

  2．ＪＤＳＦ及び北海道連盟の活動を積極的に支援すること。 

  3．ダンススポーツを通じての会員相互の健康増進と親睦に関すること。 

  4．その他、目的達成に必要な事業に関すること。 

 

第３章 会 員 

 

第５条（会員資格） 

  本会の会員は、次のとおりとする。 

    1．選 手 会 員 ： ＪＤＳＦ選手登録をしている会員（18歳以下を含む） 

2．一 般 会 員  ： １９歳以上のＪＤＳＦ会員登録をしている会員 

3．ジュニア会 員  ： １８歳以下のＪＤＳＦ会員登録をしている会員 

 

第６条（会員の義務） 

 会員は、会則を遵守し、別に定める会費を納入しなければならない。 

 

第７条（会員の権利） 

  1. 会員は、ＪＤＳＦ会員としてＪＤＳＦおよび北海道連盟関係のイベントなどに参加 

できる。 

  2. 会員の内、当該年度の２月末迄にＪＤＳＦ会員登録を済ませた選手会員・一般会員（以

下、総会構成員という）は、ＤＳＣ総会における選挙権、被選挙権及び議決権を有す

る。 

 



第８条（会員の移籍） 

  新規入会、移籍を受け入れる。 

次年度の登録時点で、他サークルとの転入・転出を自由とする。 

 

第４章 役 員 

  

第９条（役員） 

１．本会に次の役員を置く。 

・ 理事２０名以内 

・ 監事は２名以内 

  ２．理事の中から次の役職者を置く。 

・ 会 長１名 

・ 副会長３名以内 

・ 事務局長１名 

・ 会計２名以内 

 

第１０条（会長及び副会長の職務） 

    1. 会長は、本会を代表し業務を統轄する。 

    2. 副会長は、会長を補佐し会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ 

理事会が指名した順序で、その職務を代理する。 

 

第１１条（監事の職務） 

1. 監事は、本会の業務及び会計を監査する。 

2. 監事は、理事会に出席する事ができる。 

 

第１２条（役員の任期） 

1. 役員の任期は、すべて１年とし、任期途中に補充された役員の場合は前任者残任期間 

とする。 

2． 役員は、その任期満了後でも後任者が就任するまでは、その職務を行なうものとする。 

3. 役員は再任される事ができるものとする。 

 

第５章 会 議 

 

第１３条（会議） 

  1. 本会の会議は、総会及び理事会とする。 

    2. 会議は、その構成員の過半数の出席（委任出席を含む。以下同じ）をもって成立し、 

      議決は出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは議長が決するものとする。 

 

第１４条（総会） 

    1. 総会は本会の最高意思決定機関で、本会の総会構成員で構成し、毎年1回会長がこれ 

を招集する。ただし、会長が必要と認めたときは臨時総会を招集することができる。 

    2. 前項に定めるほか、理事の過半数若しくは総会構成員の過半数から会議の目的事項を

示して招集の請求のあった場合、会長は速やかに臨時総会を招集しなければならない。

ただし、この臨時総会が成立しない場合は、理事会において内容を審議し、次の総会

までの間仮執行することができる。 

    3. 総会に付議すべき事項は、次のとおりとする。 



  （１）規約の改正 

   （２）役員の選任 

   （３）事業計画及び収支予算 

  （４）事業報告及び収支決算 

  （５）その他理事会が必要と認めた重要事項 

 

第１５条（理事会） 

    1. 理事会は、総会に次ぐ意思決定機関及び業務執行機関で、理事をもって構成し、必要

に応じて会長が招集する。また、任期途中の役員の補充の選任を決議する。 

    2. 監事は理事会に出席して意見を述べる事ができる。 

3．第１項に定めるほか、理事の過半数又は会員の過半数から会議の目的事項を示して理

事会の招集請求があった場合は、会長は速やかに理事会を招集しなければならない。 

 

第１６条（議事録） 

  1. 本会の会議では議事録を作成するものとする。 

 

第６章 会 計 

 

第１７条（会計） 

 本会の会計は、会員からの会費、ＪＤＳＦからの還付金、基本財産、事業から生じる収入、

寄付金およびその他の収入によって支弁する。 

 

第１８条（会計年度） 

 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月31日に終わる。 

   

第７章 補 則 

 

第１９条（解散） 

 1. 本会の解散は、総会において３分の２以上の議決を得るものとする。 

 2．本会の解散に伴う残余財産は総会の議決を経て、ＪＤＳＦに寄付するものとする。 

 

第２０条（補則） 

  この規約に定めるもののほか、必要な事項は会長が理事会に諮って定める。     

 

附 則 

本規約は、平成１３年 ６月 １日から施行する。 

 

規約制定： 平成１３年 ６月 １日 

規約改定： 平成１８年 ６月１０日 

規約改定： 平成２０年 ６月 ７日 

規約改定： 平成３０年 ４月 １日 

規約改定： 令和 ３年 ４月１７日 


